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１ 国が定める「国民の保護に関する基本指針」の改正及び大阪府国民保護計画変更等に伴う変更 
 

第１編第６章 ３緊急対処事態への対処にあたっての留意事項 (2) 緊急対処事態における警報（２４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及

ぶ範囲を勘案して、警報の伝達・通知の「対象となる地域」の範囲が決定される。 

市長は、府知事から警報の通知を受けたとき、又は、全国瞬時警報システム

（J-ALERT）や緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）により警報の通知を受けた

ときは、直ちに、その内容を「対象となる地域」の住民及び関係のある公私の団体

（大阪市地域振興会・大阪市赤十字奉仕団（以下「地域振興会」という。）等）に伝

達するとともに、市の他の執行機関（教育委員会等）及びその他の関係機関（公立

大学法人大阪市立大学（以下「市立大学」という。）等）に対し通知する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、

本計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及

ぶ範囲を勘案して、警報の伝達・通知の「対象となる地域」の範囲が決定される。 

市長は、府知事から警報の通知を受けたときは、直ちに、その内容を「対象とな

る地域」の住民及び関係のある公私の団体（大阪市地域振興会・大阪市赤十字奉仕

団（以下「地域振興会」という。）等）に伝達するとともに、市の他の執行機関（教

育委員会等）及びその他の関係機関（公立大学法人大阪市立大学（以下「市立大学」

という。）等）に対し通知する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、

本計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 

 

 

 

第２編第１章第４節動員 １国・府の対策本部との連携 （４４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、府の対策本部及び、府を通じ国の対策本部と各種の調整や情報共有を行う

こと等により密接な連携を図る。 

また、市は、国・府の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣すること

等により、当該本部と緊密な連携を図る。 

さらに、国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会を開催する場合は、

市対策本部長又は市対策本部長が指名する副本部長若しくは本部員が出席する。 

市は、府の対策本部及び、府を通じ国の対策本部と各種の調整や情報共有を行う

こと等により密接な連携を図る。 

また、市は、国・府の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣すること

等により、当該本部と緊密な連携を図る。 

 

 

 



 

 - 2 - 

 

第２編第２章第１節 １警報 (1) 警報の伝達・通知（４７頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

武力攻撃事態等において、国の対策本部長（内閣総理大臣）が警報を発令し、総

務大臣（消防庁）を経由して府知事から警報の通知を受けたとき、又は、全国瞬時

警報システム（J-ALERT）や緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）により警報の

通知を受けたときは、市長は、直ちに、その内容を市民及び関係のある公私の団体

（地域振興会等）に伝達するとともに、市の他の執行機関（教育委員会等）、その他

の関係機関（市立大学等）に通知する。 

武力攻撃事態等において、国の対策本部長（内閣総理大臣）が警報を発令し、総

務大臣（消防庁）を経由して府知事から警報の通知を受けたときは、市長は、直ち

に、その内容を市民及び関係のある公私の団体（地域振興会等）に伝達するととも

に、市の他の執行機関（教育委員会等）、その他の関係機関（市立大学等）に通知す

る。 

 

 

第２編第２章第１節 １警報 図：警報の伝達・通知（４７頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (1) 救援の基準等（５７頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救

援の程度及び方法の基準」（平成２５年内閣府告示第２２９号。以下「救援の程度及

び基準」という。）に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であると判断

する場合には、府知事を経由して内閣総理大臣に対し、特別基準の設定について意

見を申し出る。 

市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救

援の程度及び方法の基準」（平成１６年９月１７日厚生労働省告示第３４３号。以下

「救援の程度及び基準」という。）に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であると判断す

る場合には、府知事を経由して厚生労働大臣に対し、特別基準の設定について意見

を申し出る。 

 

 

第２編第３章第２節  安否情報の収集・提供 （７４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

４ 安否情報システムの利用 

  市は安否情報の収集・提供を行う場合は、総務省（消防庁）が運用する安否情

報システムを利用するなど、効率的かつ安定的な安否情報の収集・提供を行うも

のとする。 

 

５ 日本赤十字社に対する協力 

市長は、保有する安否情報のうち、外国人に関するものを収集・整理、回答す

ることとされている日本赤十字社から協力依頼があったときは、安否情報の提供

など必要な協力を行う。その場合においても、個人情報の保護等に十分留意する。 

新規 

 

 

 

 

４ 日本赤十字社に対する協力 

市長は、保有する安否情報のうち、外国人に関するものを収集・整理、回答す

ることとされている日本赤十字社から協力依頼があったときは、安否情報の提供

など必要な協力を行う。その場合においても、個人情報の保護等に十分留意する。 
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第２編第４章第３節 ２危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止 (2) 市長が命ずることができる対象物質と措置内容 ②一覧表（８３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

物質の種類と対象範囲を示す法律 措置命令者 
措    置 

措置１ 措置２ 措置３ 

① 
危険物 

【消防法】 

総務大臣 

府知事 

市長 

第12条の３ ○ ○ 

② 
毒物及び劇物 

【毒劇物取締法】 

厚生労働大臣 

府知事 

市長 

○ ○ ○ 

③ 
火薬類 

【火薬類取締法】 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

府公安委員会 

第45条 同左 同左 

④ 
高圧ガス 

【高圧ガス保安法】 

経済産業大臣 

府知事 
第39条 同左 同左 

⑤ 
核燃料物質（汚染物質含む。） 

【原子力基本法】 
原子力規制委員会 □ □ □ 

⑥ 
核原料物質 

【原子力基本法】 
原子力規制委員会 ○ ○ ○ 

⑦ 
放射性同位元素（汚染物質含む。） 

【放射線障害防止法】 
原子力規制委員会 第33条第４項 同左 同左 

⑧ 
毒薬及び劇薬 

【薬事法】 

厚生労働大臣 

府知事 
○ ○ ○ 

⑨ 
事業用電気工作物内の高圧ガス 

【電気事業法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 

⑩ 
生物剤及び毒素 

【生物兵器禁止法】 
主務大臣 ○ ○ ○ 

⑪ 
毒性物質 

【化学兵器禁止法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 

物質の種類と対象範囲を示す法律 措置命令者 
措    置 

措置１ 措置２ 措置３ 

① 
危険物 

【消防法】 

総務大臣 

府知事 

市長 

第12条の３ ○ ○ 

② 
毒物及び劇物 

【毒劇物取締法】 

厚生労働大臣 

府知事 

市長 

○ ○ ○ 

③ 
火薬類 

【火薬類取締法】 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

府公安委員会 

第45条 同左 同左 

④ 
高圧ガス 

【高圧ガス保安法】 

経済産業大臣 

府知事 
第39条 同左 同左 

⑤ 
核燃料物質（汚染物質含む。） 

【原子力基本法】 

文部科学大臣 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

□ □ □ 

⑥ 
核原料物質 

【原子力基本法】 

文部科学大臣 

経済産業大臣 
○ ○ ○ 

⑦ 
放射性同位元素（汚染物質含む。） 

【放射線障害防止法】 
文部科学大臣 第33条第４項 同左 同左 

⑧ 
毒薬及び劇薬 

【薬事法】 

厚生労働大臣 

府知事 
○ ○ ○ 

⑨ 
事業用電気工作物内の高圧ガス 

【電気事業法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 

⑩ 
生物剤及び毒素 

【生物兵器禁止法】 
主務大臣 ○ ○ ○ 

⑪ 
毒性物質 

【化学兵器禁止法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 
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備考 

（注１）○は国民保護法第１０３条第３項、□は同法第１０６条(事業所外運搬に係る事実の発生の場合

は国土交通大臣を追加)の規定によって、当該措置の権限が付与されており、条項を表記している

ものは、それぞれ既存の個別法により当該措置の権限が付与されている。 

（注２）ここに記載する措置には、指定行政機関及び地方公共団体が事態対処法第２条第７号の対処措

置の用に供する危険物質等に係る措置を含まないものとする。 
 

備考 

（注１）○は国民保護法第１０３条第３項、□は同法第１０６条の規定によって、当該措置の権限が付

与されており、条項を表記しているものは、それぞれ既存の個別法により当該措置の権限が付与

されている。 

（注２）ここに記載する措置には、指定行政機関及び地方公共団体が事態対処法第２条第７号の対処措

置の用に供する危険物質等に係る措置を含まないものとする。 

 

 

第２編第４章第４節 １市の役割 (2) 国の方針に基づく措置の実施（８４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、内閣総理大臣が、関係大臣等を指揮して、汚染拡大防止のための措置を講

ずる場合においては、内閣総理大臣の基本的な方針及びそれに基づく各省庁におけ

る活動内容について、府を通じて国から必要な情報を入手するとともに、当該方針

に基づいて、所要の措置を講ずる。 

市は、内閣総理大臣が、関係大臣を指揮して、汚染拡大防止のための措置を講ず

る場合においては、内閣総理大臣の基本的な方針及びそれに基づく各省庁における

活動内容について、府を通じて国から必要な情報を入手するとともに、当該方針に

基づいて、所要の措置を講ずる。 

 

 

第３編第２章第１節 ２警報の伝達・通知 (1) 警報の伝達・通知先の確認（１０３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、府知事等から警報等の通知があった場合、市長が伝達・通知を行うことに

なる関係のある公私の団体等関係機関の連絡先、連絡方法等について確認しておく。 

市は、府知事から警報等の通知があった場合、市長が伝達・通知を行うことにな

る関係のある公私の団体等関係機関の連絡先、連絡方法等について確認しておく。 

 

 

第３編第２章第１節 ２警報の伝達・通知 (4) 大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備（１０３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、府等から警報の通知を受けたときに、府との役割分担のもと警報の伝達を

行うこととなる市内に所在する学校、病院、大規模集客施設その他の多数の者が利

用する施設について、連絡先、連絡方法を確認しておく。 

市は、府から警報の通知を受けたときに、府との役割分担のもと警報の伝達を行

うこととなる市内に所在する学校、病院、大規模集客施設その他の多数の者が利用

する施設について、連絡先、連絡方法を確認しておく。 
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２ 大阪市地域防災計画修正及び組織改正等に伴う変更並びに表記の修正 
 

 

目次 第１編第１章 総則（目次ⅰ頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

１ 計画の目的 

〔中略〕 

７ 実施マニュアルの作成等 

１ 計画の目的 

〔中略〕 

７ 実施マニュアル（仮称）の作成等 

 

 

目次 第１編第２章 基本方針（目次ⅰ頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

１  基本的人権の尊重 

 〔中略〕 

７  高齢者、障がい者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

８  保護措置等に従事する者等の安全の確保 

９  地域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用 

１  基本的人権の尊重 

〔中略〕 

７  高齢者、障害者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

８  保護措置等に従事する者等の安全の確保 

９  地域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用 
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目次 第２編第２章住民の避難（目次ⅳ頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

第１節  警報及び緊急通報  

１  警報 

  〔略〕 

(3) 要配慮者への伝達 

  〔中略〕 

第３節 避難誘導 

３  避難住民の誘導 

  〔中略〕 

(4) 避難行動要支援者への対応 

  〔後略〕  

第１節  警報及び緊急通報  

１  警報 

  〔略〕 

(3) 配慮を要する者への伝達 

  〔中略〕 

第３節 避難誘導 

３  避難住民の誘導 

  〔中略〕 

(4) 援護を要する者への対応 

  〔後略〕 

 

 

第１編第１章 総則（２頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

７ 実施マニュアルの作成等 

本計画に基づく措置を円滑に実施するため、別途具体的な実施手順などを定め

る「実施マニュアル」を作成する。 

実施マニュアルの作成・変更にあたっては、関係機関と十分協議し、その意見

を尊重する。また、計画と同様、不断の見直しを行う。 

なお、計画や実施マニュアルの作成にあたっては、大阪市地域防災計画（以下

「地域防災計画」という。）や大阪市危機管理指針（以下「危機管理指針」という。）

等に基づく取組みの蓄積をできる限り活用する。 

７ 実施マニュアル（仮称）の作成等 

本計画に基づく措置を円滑に実施するため、別途具体的な実施手順などを定め

る「実施マニュアル（仮称）」を作成する。 

実施マニュアル（仮称）の作成・変更にあたっては、関係機関と十分協議し、

その意見を尊重する。また、計画と同様、不断の見直しを行う。 

なお、計画や実施マニュアル（仮称）の作成にあたっては、大阪市地域防災計

画（以下「地域防災計画」という。）や大阪市危機管理指針（以下「危機管理指針」

という。）等に基づく取組みの蓄積をできる限り活用する。 
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第１編第２章基本方針（４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 
７ 高齢者、障がい者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

保護措置等の実施にあたっては、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人

等要配慮者の個性や生活状況に応じた、きめ細やかな保護について留意する。 

〔後略〕 

 
７ 高齢者、障害者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

保護措置等の実施にあたっては、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人そ

の他特に配慮を要する者の個性や生活状況に応じた、きめ細やかな保護について

留意する。 

〔後略〕 

 

第１編第６章 ３緊急対処事態への対処にあたっての留意事項 (2) 緊急対処事態における警報（２４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及

ぶ範囲を勘案して、警報の伝達・通知の「対象となる地域」の範囲が決定される。 

市長は、府知事から警報の通知を受けたとき、又は、全国瞬時警報システム

（J-ALERT）や緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）により警報の通知を受けた

ときは、直ちに、その内容を「対象となる地域」の住民及び自主防災組織等に伝達

するとともに、市の他の執行機関（教育委員会等）及びその他の関係機関（公立大

学法人大阪市立大学（以下「市立大学」という。）等）に対し通知する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、

本計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及

ぶ範囲を勘案して、警報の伝達・通知の「対象となる地域」の範囲が決定される。 

市長は、府知事から警報の通知を受けたときは、直ちに、その内容を「対象とな

る地域」の住民及び関係のある公私の団体（大阪市地域振興会・大阪市赤十字奉仕

団（以下「地域振興会」という。）等）に伝達するとともに、市の他の執行機関（教

育委員会等）及びその他の関係機関（公立大学法人大阪市立大学（以下「市立大学」

という。）等）に対し通知する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、

本計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 

 

 

第２編第１章第１節市の実施体制 (2) 原因不明の事案が発生した場合 ③区災害対策（緊急）本部（２６頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

（前略） 

また、区長が必要と認めたとき、当該区に区災害対策（緊急）本部を設置する。こ

の場合は、区長は速やかに市長（又は副市長（副市長の事務分担等に関する規則第

２条第１項の第１順位の副市長））に報告する。 

（前略） 

また、区長が必要と認めたとき、当該区に区災害対策（緊急）本部を設置する。こ

の場合は、区長は速やかに市長（又は副市長（副市長事務分担規則第２条第１項の

第１順位の副市長））に報告する。 
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第２編第１章第２節 市国民保護対策本部等 (2) 市対策本部長等の職務（２９頁表上中段） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

市対策副本部長 副市長（３名）、危機管理監 

市対策本部長を補佐し、市対

策本部長に事故あるときは、

副市長の事務分担等に関する

規則第2条第1項に掲げる順序

により、副市長がその職務を

代理する。 

また、すべての副市長が参集

できない場合は、危機管理監

が市対策本部長の職務を代理

する。 

市危機管理監 危機管理監 
市対策本部長の命を受け、市

対策本部の事務を掌理する。 

市対策本部員 

・大阪市市長直轄組織設置

条例（平成２４年大阪市

条例第１２号）第１条に

掲げる組織の長 

・大阪市事務分掌条例（昭

和３８年大阪市条例第３

１号）第１条に規定する

局及び室の長 

・会計室長、消防局長、交

通局長、水道局長、教育

長、市会事務局長、行政

委員会事務局長、中央卸

売市場長 

市対策本部長の命を受け、市

対策本部の事務に従事する。 

 

 

市対策副本部長 副市長（３名）、危機管理監 

市対策本部長を補佐し、市対

策本部長に事故あるときは、

副市長事務分担規則第2条第1

項に掲げる順序により、副市

長がその職務を代理する。 

また、すべての副市長が参集

できない場合は、危機管理監

が市対策本部長の職務を代理

する。 

市危機管理監 危機管理監 
市対策本部長の命を受け、市

対策本部の事務を掌理する。 

市対策本部員 

・大阪市事務分掌条例（昭

和３８年大阪市条例第３

１号）第１条に規定する

局及び室の長 

・市政改革室長、会計室長、

消防局長、交通局長、水

道局長、病院局長、教育

長、市会事務局長、監査・

人事制度事務総括局長、

選挙管理委員会事務局

長、中央卸売市場長 

市対策本部長の命を受け、市

対策本部の事務に従事する。 
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第２編第１章第２節 市国民保護対策本部等 「大阪市国民保護対策本部」の部の名称、分掌事務 別表１（３３～３９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

危機管理部 

(市危機管

理監) 

危機管理室 

大阪府市大都

市局 

政策企画室 

市政改革室 

行政委員会事

務局 

市会事務局 

〔前略〕 

□市対策本部長、市対策副本部長の秘書に関する

こと 

□国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関す

ること 

□保護措置に関する広報に関すること 

□被災情報、生活関連情報、救援措置情報に関す

る広報報道に関すること 

□報道機関との連絡調整に関すること 

□記録（写真･映像）に関すること 

□保護措置に関する広聴に関すること 

□市民からの相談等の広聴相談に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

□他の所管に属しないこと 

 

 

 

 

 

 

危機管理部 

(市危機管

理監) 

危機管理室 

政策企画室 

市政改革室 

選挙管理委員

会事務局 

監査・人事 

制度事務総括

局 

市会事務局 

〔前略〕 

□市対策本部長、市対策副本部長の秘書に関する

こと 

□他の所管に属しないこと 

情報公開部 

（情報公開

室長） 

情報公開室 □保護措置に関する広報に関すること 

□被災情報、生活関連情報、救援措置情報に関す

る広報報道に 

関すること 

□報道機関との連絡調整に関すること 

□記録（写真･映像）に関すること 

□国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関す

ること 

□保護措置に関する広聴に関すること 

□市民からの相談等の広聴相談に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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総務部 

（ 人 事 室

長） 

人事室 

総務局 

□職員の勤怠・給与及び給食並びに救急医療に関

すること 

□職員の衛生管理に関すること 

□応援班編成に関すること 

□本庁舎の安全確保、整備、復旧に関すること 

□被災職員の調査、救援に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

市民部 

（ 市 民 局

長） 

市民局 

 

 

 

 

 

 

 

□区庁舎等の安全確保、整備、復旧に関すること 

□ボランティアの調整に関すること 

□義援金品の受領、保管及び配分に関すること 

□救援食糧の緊急集荷及び輸送について福祉部、

契約管財部との連絡に関すること 

□生活物資等の価格及び需給にかかる情報の収集

及び提供に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

財政部 

（財政局長 

 

 

財政局 〔略〕 

 

 

 

契約管財部 

（契約管財

局長） 

契約管財局 〔略〕 

総務部 

（ 総 務 局

長） 

総務局 □職員の勤怠・給与及び給食並びに救急医療に関

すること 

□職員の衛生管理に関すること 

□応援班編成に関すること 

□本庁舎の安全確保、整備、復旧に関すること 

□被災職員の調査、救援に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

市民部 

（ 市 民 局

長） 

市民局 

 

 

 

 

 

 

 

□区庁舎等の安全確保、整備、復旧に関すること 

□ボランティアの調整に関すること 

□義援金品の受領、保管及び配分に関すること 

□救援食糧の緊急集荷及び輸送について健康福祉

部、財政部、契約管財部との連絡に関すること 

□生活物資等の価格及び需給にかかる情報の収集

及び提供に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

財政部 

（ 財 政 局

長） 

 

財政局 〔略〕 

契約管財部 

（契約管財

局長） 

契約管財局 〔略〕 
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都市計画部 

（都市計画

局長） 

都市計画局 □記録及び統計に関すること 

□陳情資料の作成に関すること 

□被災家屋の調査にかかる区対策本部への建築技

術の知識、情報の提供に関すること 

□被災建築物の応急危険度判定作業に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

福祉部 

（ 福 祉 局

長） 

 

福祉局 □被災高齢者、障がい者等の保護に関すること 

□福祉施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□救援物資の配分及び輸送に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

健康部 

（ 健 康 局

長） 

健康局 □医療救護に関すること 

□飲料水及び食品衛生に関すること 

□予防、防疫に関すること 

□医師会、歯科医師会、薬剤師会との連絡調整に

関すること 

□赤十字標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

こども青少

年部 

（こども青

少年局長） 

こども青少年

局 

〔略〕 

 

 

経済戦略部 

（経済戦略

経済戦略局 □救援物資（生活必需品）の調達計画に関するこ

と 

計画調整部 

（計画調整

局長） 

計画調整局 □記録及び統計に関すること 

□陳情資料の作成に関すること 

□被災家屋の調査にかかる区対策本部への建築技

術の知識、情報の提供に関すること 

□被災建築物の応急危険度判定作業に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

健康福祉部 

（健康福祉

局長） 

 

健康福祉局 □被災高齢者、障害者等の保護に関すること 

□福祉施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□救援物資の配分及び輸送に関すること 

□医療救護及び助産に関すること 

□飲料水及び食品衛生に関すること 

□予防、防疫に関すること 

□医師会、歯科医師会、薬剤師会との連絡調整に

関すること 

□赤十字標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

こども青少

年部 

（こども青

少年局長） 

こども青少年

局 

〔略〕 

ゆとりとみ

どり振興部 

ゆとりとみど

り振興局 

□公園施設、街路樹、スポーツ施設、文化施設の

安全確保、整備、復旧に関すること 
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局長） □スポーツ施設、文化施設の安全確保、整備、復

旧に関すること 

□商工業、農畜産業関係団体との連絡調整に関す

ること 

□中小企業の復旧資金に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

 

市場部 

(中央卸売

市場長) 

中央卸売市場 

 

□救援食糧（副食等）の緊急集荷及び輸送につい

て契約管財部、福祉部との連絡に関すること 

□食糧（副食等）の需給状況等の調査に関するこ

と 

□中央卸売市場施設の安全確保、整備、復旧に関

すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

環境部 

（ 環 境 局

長） 

環境局 〔略〕 

都市整備部 

（都市整備

局長） 

都市整備局 〔略〕 

建設部 

（ 建 設 局

長） 

建設局 □水防対策全般の企画、運営、連絡調整に関する

こと 

□堤防、道路、橋梁等の安全確保、整備、復旧に

関すること 

(ゆとりと

みどり振興

局長) 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

経済部 

（ 経 済 局

長） 

経済局 □救援物資（生活必需品）の調達計画に関するこ

と 

□商工業、農畜産業関係団体との連絡調整に関す

ること 

□中小企業の復旧資金に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

市場部 

(中央卸売

市場長) 

中央卸売市場 

 

□救援食糧（副食等）の緊急集荷及び輸送につい

て財政部、契約管財部、健康福祉部との連絡に関

すること 

□食糧（副食等）の需給状況等の調査に関するこ

と 

□中央卸売市場施設の安全確保、整備、復旧に関

すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

環境部 

（ 環 境 局

長） 

環境局 〔略〕 

都市整備部 

（都市整備

局長） 

都市整備局 〔略〕 

建設部 

（ 建 設 局

建設局 □水防対策全般の企画、運営、連絡調整に関する

こと 
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□河川関係障害物の除去に関すること 

□道路関係障害物の除去に関すること 

□下水道施設の安全確保、整備、復旧に関するこ

と 

□公園施設、街路樹の安全確保、整備、復旧に関

すること 

□特殊標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

港湾部 

（ 港 湾 局

長） 

港湾局 〔略〕 

会計部 

（ 会 計 室

長） 

会計室 〔略〕 

消防部 

（ 消 防 局

長） 

消防局 〔略〕 

交通部 

（ 交 通 局

長） 

交通局 □市営交通機関の安全確保、整備、復旧に関する

こと 

□災害時の市営交通に関すること 

□乗客の避難誘導に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

長） □堤防、道路、橋梁等の安全確保、整備、復旧に

関すること 

□河川関係障害物の除去に関すること 

□道路関係障害物の除去に関すること 

□下水道施設の安全確保、整備、復旧に関するこ

と 

□特殊標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

港湾部 

（ 港 湾 局

長） 

港湾局 〔略〕 

会計部 

（ 会 計 室

長） 

会計室 〔略〕 

消防部 

（ 消 防 局

長） 

消防局 〔略〕 

交通部 

（ 交 通 局

長） 

交通局 □市営交通機関の安全確保、整備、復旧に関する

こと 

□災害時の市民交通に関すること 

□乗客の避難誘導に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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水道部 

（ 水 道 局

長） 

 

水道局 □応急給水に関すること 

□水道施設、工業用水道施設の安全確保、整備、

復旧に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

教育部 

（教育長） 

教育委員会事

務局 

□児童生徒の避難誘導及び受入に関すること 

□児童生徒の被災状況の把握に関すること 

□被災児童生徒の応急教育及び学用品供与に関す

ること 

□学校、教育機関施設の安全確保、整備、復旧に

関すること 

□避難所開設及び運営への協力に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

 

各部共通事

項 

 〔略〕 

 

水道部 

（ 水 道 局

長） 

 

水道局 □応急給水に関すること 

□水道施設、工業用水道施設の安全確保、整備、

復旧に関すること 

□ 市対策本部長の特命事項に関すること 

病院部 

（ 病 院 局

長） 

病院局 □医療救護及び助産に関すること 

□市立病院の安全確保、整備、復旧に関すること 

□市立病院の患者等の避難誘導に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

教育部 

（教育長） 

教育委員会事

務局 

□児童生徒の避難誘導及び収容に関すること 

□児童生徒の被災状況の把握に関すること 

□被災児童生徒の応急教育及び学用品供与に関す

ること 

□学校、教育機関施設の安全確保、整備、復旧に

関すること 

□避難所開設及び運営への協力に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

各部共通事

項 

 〔略〕 
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第２編第１章第２節 市国民保護対策本部等 組織図 別表２（４０頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

危機管理部 

総務部 

市民部 

財政部 

契約管財部 

都市計画部 

福祉部 

健康部 

こども青少年部 

経済戦略部 

市場部 

環境部 

都市整備部 

建設部 

港湾部 

会計部 

消防部 

交通部 

水道部 

教育部 
 

 

危機管理部  

情報公開部 

総務部  

市民部  

財政部  

契約管財部  

計画調整部  

健康福祉部  

こども青少年部  

ゆとりとみどり振興部  

経済部  

市場部  

環境部  

都市整備部  

建設部  

港湾部  

会計部 

消防部 

交通部 

水道部 

病院部 

教育部 

大
阪
市
区
国
民
保
護
対
策

本
部 
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第２編第１章第２節 市国民保護対策本部等 組織図 別表３（４１頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 

避難受入班 

1 避難住民等の受入に関すること 

2 避難住民の誘導に関すること 

3 避難所受入状況の把握に関すること 

 

避難収容班 

1 避難住民等の収容に関すること 

2 避難住民の誘導に関すること 

4 避難所収容状況の把握に関すること 

 

 

第２編第１章第３節 動員 （４３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

１ 動員基準 

  〔略〕 

２ 動員の指令 

  〔略〕 

 

  削除 

 

 

 

３ 動員の報告 

各所属長は、所属員が動員指令に基づき参集したときは、その状況をとりまと

め、直ちに「動員報告書」により危機管理監に報告する。 

４ 応援職員の動員 

  〔略〕 

１ 動員基準 

  〔略〕 

２ 動員の指令 

  〔略〕 

３ 勤務時間外における参集 

  指令を受けた所属員は、指定された場所に参集する。その場合、居住地の周辺

又は参集経路における武力攻撃事態等の推移や武力攻撃災害の状況などの情報か

ら、参集における安全の確保が困難と認められる者、並びに健康上の理由等によ

り参集が不能又は困難である者については、参集を免除する。 

４ 動員の報告 

各所属長は、所属員が動員指令に基づき参集したときは、その状況をとりまと

め、直ちに「動員報告書」により総務局長に報告する。 

５ 応援職員の動員 

  〔略〕 
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第２編第２章第１節 １警報 (3) 伝達方法 （４８頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 〔略〕 

② 市長は、自主防災組織等の自発的な協力を得るなどにより、各世帯等に警報の

内容を伝達する。 

  また、市は、府警察の交番、パトカー等の勤務員による拡声器や標示を活用し

た警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、府警察と緊密な連携を図る。 

 〔後略〕 

① 〔略〕 

② 市長は、地域振興会、自主防災組織等の自発的な協力を得るなどにより、各世

帯等に警報の内容を伝達する。 

  また、市は、府警察の交番、パトカー等の勤務員による拡声器や標示を活用し

た警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、府警察と緊密な連携を図る。 

 〔後略〕 

 

 

第２編第２章第１節 １警報 （４８頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(3) 要配慮者への伝達 

警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障がい者、外国人等に配慮する

ものとし、以下の伝達方法などにより、迅速に伝達する。 

① 在宅の高齢者、障がい者等 

市は、高齢者、障がい者等に対して、自主防災組織等の自発的な協力を得るな

どして、電話や戸別訪問などにより伝達する。 

〔後略〕 

(3) 配慮を要する者への伝達 

警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に配慮するも

のとし、以下の伝達方法などにより、迅速に伝達する。 

① 在宅の高齢者、障害者等 

市は、高齢者、障害者等に対して、地域振興会、自主防災組織等の自発的な協

力を得るなどして、電話や戸別訪問などにより伝達する。 

〔後略〕 

 

 

第２編第２章第３節 ２避難実施要領の作成 (3) 避難実施要領の伝達・通知（５３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 市長は、避難実施要領を定めたときは、同報無線やインターネット（ホームペ

ージへの掲載）などを活用するほか、自主防災組織等の自発的な協力を得て、市

民及び関係のある公私の団体に伝達する。その際、高齢者、障がい者、外国人等

に対する伝達に配慮する。 

① 市長は、避難実施要領を定めたときは、同報無線やインターネット（ホームペ

ージへの掲載）などを活用するほか、地域振興会、自主防災組織等の自発的な協

力を得て、市民及び関係のある公私の団体に伝達する。その際、高齢者、障害者、

外国人等に対する伝達に配慮する。 
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第２編第２章第３節 ３避難住民の誘導 (1) 市役所員等による避難誘導（５３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 区対策本部職員、消防吏員等は、避難住民の誘導にあたって、警察官等と連携 

し、自主防災組織等の自発的な協力を得て、組織ごとに避難所等に誘導する。た

だし、緊急の場合には、この限りではない。 

〔後略〕 

① 区対策本部職員、消防吏員等は、避難住民の誘導にあたって、警察官等と連携 

し、地域振興会、自主防災組織等の自発的な協力を得て、組織ごとに避難所等に

誘導する。ただし、緊急の場合には、この限りではない。 

〔後略〕 

 

 

第２編第２章第３節 ３避難住民の誘導 （５４、５５頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(4) 避難行動要支援者への対応 

① 避難誘導にあたっては、高齢者、障がい者、乳幼児、病弱者、妊産婦等自ら避

難することが困難な者を優先する。その際、関係機関と連携し、また、地域住民

等の自発的な協力を得ながら、自ら避難することが困難な者が家屋等に取り残さ

れていないかどうかに留意する。 

② 〔略〕 

③ 〔略〕 

④ 〔略〕 

⑤ 福祉部は、市対策本部及び区対策本部から在宅の避難行動要支援者の情報を入

手するとともに、施設受入れの調整を行う。 

⑥ 市対策本部は、避難所に避難した者のうち、避難行動要支援者については避難

行動要支援者向け避難所である区在宅サービスセンター及び地域在宅サービスス

テーションに避難させ、ケアを行う。この際、区対策本部、福祉部はこれに協力

する。 

(4) 援護を要する者への対応 

① 避難誘導にあたっては、高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊産婦等自ら避難

することが困難な者を優先する。その際、関係機関と連携し、また、地域住民等

の自発的な協力を得ながら、自ら避難することが困難な者が家屋等に取り残され

ていないかどうかに留意する。 

② 〔略〕 

③ 〔略〕 

④ 〔略〕 

⑤ 健康福祉部は、市対策本部及び区対策本部から在宅の援護を要する者の情報を

入手するとともに、施設受入れの調整を行う。 

⑥ 市対策本部は、避難所に避難した者のうち、援護を要する者については要援護

者向け避難所である区在宅サービスセンター及び地域在宅サービスステーション

に避難させ、ケアを行う。この際、区対策本部、健康福祉部はこれに協力する。 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容（５７、５８頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(2) 受入施設の供与 

① 〔略〕 

② 留意事項 

避難所の管理運営にあたっては、次の事項に留意して、避難行動要支援者に対す

る適切な救援の実施並びに避難所の円滑な管理運営に努める。 

ア  避難者数・世帯数の把握（避難者名簿の作成など）、避難行動要支援者の把握 

イ  正確かつ迅速な情報提供（保護措置の実施状況・実施予定等）、日本語の理解が

十分でない外国人にもわかりやすい情報提供 

ウ 手話通訳・ガイドヘルパー等の確保 

エ 巡回相談（健康管理、栄養指導等）の実施（特に、避難行動要支援者への重点

的対応）、心の健康相談の実施、救護所の設置 

オ 避難行動要支援者用備蓄物資（粉ミルク、紙おむつ等）の活用、その他の避難

行動要支援者用物資の調達 

〔後略〕 

(2) 収容施設の供与 

① 〔略〕 

② 留意事項 

避難所の管理運営にあたっては、次の事項に留意して、援護を要する者に対する

適切な救援の実施並びに避難所の円滑な管理運営に努める。 

ア  避難者数・世帯数の把握（避難者名簿の作成など）、援護を要する者の把握 

イ  正確かつ迅速な情報提供（保護措置の実施状況・実施予定等）、日本語の理解が

十分でない外国人にもわかりやすい情報提供 

ウ 手話通訳・ガイドヘルパー等の確保 

エ 巡回相談（健康管理、栄養指導等）の実施（特に、援護を要する者への重点的

対応）、心の健康相談の実施、救護所の設置 

オ 要援護者用備蓄物資（粉ミルク、紙おむつ等）の活用、その他の要援護者用物

資の調達 

 〔後略〕 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (3) 食品の給与、飲料水の供給、生活必需品の給与・貸与（５８、５９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 食品の給与 

 市は、避難住民等に食品を給与するため、次の措置を講ずる。 

ア 〔略〕 

 イ 〔略〕 

 ウ 〔略〕 

 エ 食品供給の場所は、原則として、指定された避難所のうち避難住民等の受入

が可能な避難所（以下「災害時避難所」という。）とし、供給は区対策本部が、

地域振興会、自主防災組織等の自発的な協力を得て行う。その際、避難行動要

支援者への食品の配給に配慮するとともに、協力する者の安全に十分配慮する。 

 オ 〔略〕 

② 飲料水の供給 

市は、給水活動を円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

ア 災害時避難所に備蓄されている飲料用水缶詰を活用する。 

イ 〔略〕 

③ 生活必需品の給与・貸与 

市は、生活必需品の給与・貸与のため、次の措置を講ずる。 

ア 〔略〕 

イ 経済戦略部は、業者との連携を図り、調達可能数量を把握しておく。 

ウ 経済戦略部、契約管財部及び財政部は相互の連絡を密にして、救援物資をす

みやかに集荷、配置できるようにする。 

エ 〔略〕 

オ 福祉部等は、あらかじめ必要な労働者を確保するとともに、避難所等に物資

を輸送する必要が生じたときは、速やかに活動しうるよう体制を整備しておく。 

カ 福祉部等は、救援物資の輸送にあたって、事前に区対策本部と緊密な連絡を

とる。 

① 食品の給与 

 市は、避難住民等に食品を給与するため、次の措置を講ずる。 

ア 〔略〕 

 イ 〔略〕 

 ウ 〔略〕 

エ 食品供給の場所は、原則として、指定された避難所のうち避難住民等の収容

が可能な避難所（以下「収容避難所」という。）とし、供給は区対策本部が、地

域振興会、自主防災組織等の自発的な協力を得て行う。その際、援護を要する

者への食品の配給に配慮するとともに、協力する者の安全に十分配慮する。 

 オ 〔略〕 

② 飲料水の供給 

市は、給水活動を円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

 ア 収容避難所に備蓄されている飲料用水缶詰を活用する。 

 イ 〔略〕 

③ 生活必需品の給与・貸与 

市は、生活必需品の給与・貸与のため、次の措置を講ずる。 

ア 〔略〕 

イ 経済部は、業者との連携を図り、調達可能数量を把握しておく。 

ウ 経済部、契約管財部及び財政部は相互の連絡を密にして、救援物資をすみや

かに集荷、配置できるようにする。 

エ 〔略〕 

オ 健康福祉部等は、あらかじめ必要な労働者を確保するとともに、避難所等に

物資を輸送する必要が生じたときは、速やかに活動しうるよう体制を整備して

おく。 

カ 健康福祉部等は、救援物資の輸送にあたって、事前に区対策本部と緊密な連
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キ 輸送は、原則として被災区の避難所まで福祉部等が行い、配分は区対策本部

が行う。配分にあたっては、必要に応じて自主防災組織等の自発的な協力を得

て実施する。また、あらかじめ供給の協力に関して締結された協定等があると

きは、当該団体等からの応援、又は他府県等からの応援で対処する。 

絡をとる。 

キ 輸送は、原則として被災区の避難所まで健康福祉部等が行い、配分は区対策

本部が行う。配分にあたっては、必要に応じて地域振興会、自主防災組織等の

自発的な協力を得て実施する。また、あらかじめ供給の協力に関して締結され

た協定等があるときは、当該団体等からの応援、又は他府県等からの応援で対

処する。 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (4)－１ 初期初動医療救護活動（６０～６２頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 初期初動医療救護体制 

ア 市対策本部救急医療調整班（以下「医療調整班」という。）の設置 

(ｱ)市対策本部が設置された場合、必要に応じて組織する。 

(ｲ)関係機関（健康部、危機管理部等）が集まる体制とする。 

(ｳ)医療調整班が設置されないときは、健康部が危機管理部と連絡を取り合い、

総合的な調整を図る。 

イ 医療調整班の任務 

(ｱ)医療関係機関との調整 

(ｲ)医療救護班の調整 

(ｳ)緊急輸送の調整（ヘリコプター、船舶等の運用） 

(ｴ)医薬品、医療資器材等の広域調達、調整 

② 救護所の設置 

ア  武力攻撃災害発生時、区対策本部は市対策本部等と連携して、原則として以

下の場所に救護所を設置する。 

  (ｱ) 災害現場又は現場付近 

(ｲ) 避難場所（災害時避難所等） 

(ｳ) 特例場所（被災現地周辺の医療機関等） 

イ 救護所を設置後、区対策本部は医療調整班に報告するとともに、区内関係機

関へ連絡を行う。 

③ 初期初動医療救護活動 

ア 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

災害派遣医療チームは、国又は大阪府からの出勤要請または独自の判断で派

遣される。派遣要請にあたっては、医療調整班による調整を必要としないが、

大阪府を通じ、活動状況の把握に努める。 

イ 区医師会及び区内医療機関等による医療救護班（ＪＭＡＴなど） 

① 初期初動医療救護体制 

ア 市対策本部救急医療調整班（以下「医療調整班」という。）の設置 

(ｱ)市対策本部が設置された場合、必要に応じて組織する。 

(ｲ)関係機関（健康福祉部、危機管理部等）が集まる体制とする。 

(ｳ)医療調整班が設置されないときは、健康福祉部が総合的な調整を図る。 

イ 医療調整班の任務 

(ｱ)医療関係機関との調整 

(ｲ)医療救護班の調整 

(ｳ)緊急輸送の調整（ヘリコプター、船舶等の運用） 

(ｴ)医薬品、資機材等の広域調達、調整 

② 初期初動医療救護活動 

ア 市立医療機関等による医療救護班 

市対策本部が設置された場合、必要に応じて市立医療機関等において医療救

護班（計２２隊）を編成する。 

総合医療センター（８隊）、北市民病院（２隊）、十三市民病院（２隊）、住

吉市民病院（２隊）、市立大学医学部附属病院（８隊） 

イ その他の医療救護班 

(ｱ) 医療調整班は、日赤救護班、府立医療機関救護班、国立医療機関救護班、

公立医療機関救護班、大阪府医師会救護班、ボランティア医師による救護

班等の編成を大阪府と連携のもと要請し総合的な調整を図る。 

(ｲ) 本市からの要請がなく応援に駆けつけた医療救護班は、医療調整班におい

て総合的に調整を実施する。 

(ｳ) 区対策本部は、区医師会及び区内医療機関等による救護班の編成を要請し、

調整を図る。また、要請なく区対策本部に直接応援に駆けつけた医療救護

班は、区対策本部において調整を図る。 
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(ｱ) 区対策本部は、区医師会及び区内医療機関等による医療救護班等の派遣要請

を行うとともに、その旨を医療調整班に報告する。 

(ｲ) 区医師会及び区内医療機関は、区対策本部から要請された救護所へ医療救護

班を派遣する。  

ウ  大阪府の調整による応援医療救護班 

(ｱ) 区対策本部は、区内の医療救護班だけでは対応できない場合、医療調整班に

連絡し、医療救護班の派遣を要請する。 

(ｲ) 消防部は、災害現場の状況により医療調整班に連絡し、医療救護班の派遣を

要請する。 

(ｳ) 医療調整班は、市内で不足する医療救護班数について、大阪府へ、日赤救護

班、市立医療機関救護班、府立医療機関救護班、国立医療機関救護班、公立

医療機関救護班、大阪府医師会救護班（ＪＭＡＴ）、自衛隊救護班、ボラン

ティア医師による医療救護班等の派遣要請を行う。 

(ｴ) 医療調整班は、応援要請により派遣された医療救護班の派遣先を指示する。 

エ 要請なく応援に駆けつけた医療救護班 

(ｱ) 本市からの要請なく駆けつけた医療救護班は、医療調整班において総合的に

調整し、派遣先を指示する。 

(ｲ) 区対策本部に直接駆けつけた医療救護班は、区対策本部において調整を図

り、結果を医療調整班に報告する。 

④ 医療救護班の業務内容 

ア 医療救護班の構成 

１班当たり計４名（医師１名、看ｉ護師又は保健師２名、事務１名）を原則

とする。また、必要に応じて薬剤師を救護所に派遣する。 

 イ  業務内容 

医療救護班が行う業務内容は、原則として以下に示す内容とする。なお、救

護所における指揮監督は区対策本部長が指名した者が行う。 

(ｱ) 傷病者に対する応急処置 

(ｲ) 後方医療施設への搬送の要否及び優先順位の決定（トリアージ） 

(ｳ) 搬送困難な患者、軽症患者等に対する医療処置 

③ 救護所の設置 

ア  武力攻撃災害発生時、区対策本部は市対策本部等と連携して、原則として以

下の場所に救護所を設置する。 

(ｱ) 災害現場又は現場付近 

(ｲ) 避難場所（収容避難所等） 

(ｳ) 特例場所（被災現地周辺の医療施設等） 

イ 救護所を設置後、区対策本部は医療調整班に報告するとともに、区内関係機

関へ連絡を行う。 

④ 医療救護班の派遣 

ア 医療救護班の編成 

１班当たり（医師１名、看護師又は保健師２名、事務１名）計４名を原則と

する。また、必要に応じて薬剤師を救護所に派遣する。 

イ 派遣要請 

(ｱ) 区対策本部は、区内の医療救護班だけでは対応できない場合、医療調整班

に連絡し、医療救護班の派遣を要請する。 

(ｲ) 消防部は、災害現場の状況により医療調整班に連絡し、医療救護班の派遣

を要請する。 

ウ 派遣 

(ｱ) 医療調整班は、区対策本部からの要請を受け、あるいは医療救護活動の必

要性を判断して、健康福祉部又は公立大学法人大阪市立大学に対し、随時

医療救護班の派遣を指示する。 

(ｲ) 市立医療機関の長は、区対策本部、消防部その他の関係機関の要請がある

場合で、急を要すると認められる場合は、医療調整班の指示を待たず医療

救護班を出動させることができることとし、結果を医療調整班に報告する。 

エ 輸送手段の確保 

(ｱ) 健康福祉部は、派遣職員の輸送及び負傷者の搬送のための交通手段が不足

する場合、医療調整班に要請し、輸送手段の確保を図る。 

(ｲ) 区対策本部は車両の確保に努め、必要に応じて医療救護班等の任務に当

てる。 
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(ｴ) 状況により助産救助 

(ｵ) 被災住民の健康管理 

(ｶ) 死亡の確認 

(ｷ) 区対策本部、健康部をはじめ関係機関との連絡調整 

⑤  輸送手段の確保 

  市対策本部及び区対策本部は公用車の確保に努め、必要に応じて医療救護班等

の任務に当てる。 

⑥ 医薬品・医療資器材の確保 

ア 医療救護班携帯医薬品・医療資器材の確保 

区対策本部は、医療救護班が必要とする医薬品・医療資器材の状況を調査し、 

不足する場合は医療調整班に要請する。 

イ 医薬品・医療用資器材の調達要請 

医療調整班は、区対策本部から調達の要請を受けた場合は、関係機関、関係

業者の協力を得て、医薬品等の確保、供給を図る。 

 

⑤ 応援医療救護班の派遣要請 

ア 健康福祉部は、医療救護班又は各区対策本部等と連絡を取り、必要に応じて

医療調整班に対して医療救護班の応援要請を依頼する。  

イ 医療調整班は、府を通じて、日赤救護班、府立医療機関救護班、国立医療機

関救護班、公立医療機関救護班、大阪府医師会救護班、自衛隊救護班、ボラン

ティア医師による救護班等の派遣要請を行う。 

ウ 区対策本部は、区医師会及び区内医療機関等による救護班等の派遣要請を行

うとともに、その旨を医療調整班に報告する。 

エ  応援要請により派遣された医師、又は独自の判断で駆けつけた医師等に対し

ては、区対策本部又は健康福祉部において班編成を行い、適切な派遣先を指示

するとともに、その旨を医療調整班に報告する。 

⑥ 医療救護班の業務内容 

医療救護班が行う業務内容は、原則として以下に示す内容とする。なお、救護

所における指揮監督は区対策本部長が指名した者が行う。 

ア  傷病者に対する応急措置 

イ  後方医療施設への搬送の要否及び優先順位の決定（トリアージ） 

ウ  搬送困難な患者、軽症患者等に対する医療 

エ  状況により助産救助 

オ 被災住民の健康管理 

カ  死亡の確認 

キ 区対策本部、健康福祉部をはじめ関係機関との連絡調整 

⑦ 医薬品・医療資機材の確保 

ア  各市立病院等における確保 

(ｱ) 備蓄されている医療救護班携帯医薬品・医療資機材の利用を図る。 

(ｲ) 医薬品等の不足が生じる前に、業者との連絡及び補充体制を確保する。 

(ｳ) 医薬品等に不足が生じた場合は、医療調整班に調達を要請する。 

イ 医療救護班携帯医薬品・医療資機材の確保 

各市立病院及び各区保健福祉センター等は、医療救護班が必要とする医薬

品・医 療資機材の確保を医療調整班に要請する。 
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ウ 医薬品・医療用資機材の調達要請 

医療調整班は、各市立病院及び各区保健福祉センター等から調達の要請を受

けた場合は、関係機関、関係業者の協力を得て、医薬品等の確保、供給を図る。 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (4)－２後方医療体制の確保（６２、６３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

被災を免れた市内の救護医療機関は患者の受入れ病床を確保する。さらに、医療

調整班は、大阪府に府下全域での受入病床の確保を要請するとともに関西広域連合

との連携による他府県にも受入れ病床の確保を要請する。 

① 災害医療機関における受入体制の確立 

災害医療機関においては、各医療機関の病院災害対策マニュアル等に基づい

て、要入院患者等の受入れ体制を確立する。 

ア 受入体制の整備 

イ 医師・看護師等職員の確保 

ウ ライフラインの応急確保とその復旧体制 

エ 医薬品等の備蓄とその補充体制 

オ 通信手段の確保 

カ 患者給食の確保 

キ ヘリポートの確保 

ク 救護所との連絡 

②  関係機関との連絡調整及び搬送手段の確保 

ア 救護所、災害医療機関等において傷病者の搬送手段がない場合、医療調整

班に要請する。 

イ 医療調整班は、関係機関と調整のうえ、搬送手段の確保、患者受入れ先の

決定を行い、関係機関への指示を与える。 

ウ 医療調整班が行う連絡調整 

(ｱ) 患者受入れ先との連絡調整（大阪府、大阪府医師会（民間医療機関など）、

他都市等） 

(ｲ) 搬送手段の確保の調整 

a 救急車、ヘリコプター、船舶 

b 公用車 

被災を免れた市内の救護医療機関で患者の受入れ病床を確保する。さらに、大阪

府に府下全域及び他府県にも受入れ病床の確保を要請する。 

① 各病院における受入体制の確立 

ア  各市立病院等（総合医療センター、北市民病院、十三市民病院、住吉市民

病院、弘済院附属病院、市立大学医学部附属病院）において、別途定める計

画に基づいて、要入院患者等の受入体制の確立を図る。 

    イ 救護医療機関の指定 

・ 災害時の初期救護医療機関として、市立病院等以外の医療施設を定める。 

・ 健康福祉部は、必要に応じて職員を救護医療機関に派遣し、情報収集、

緊急要請等の連絡調整を行う。 

② 各病院における主な行動 

各市立病院等及び救護医療機関においては、別途定める計画に基づいて、重

症者等の受入体制を確立する。 

ア 受入体制の整備 

イ 医師・看護師等職員の確保 

ウ ライフラインの応急確保とその復旧体制 

エ 医薬品等の備蓄とその補充体制 

オ 通信手段の確保 

カ 患者給食の確保 

キ ヘリポートの確保 

ク 救護所との連絡 

③ 関係機関との連絡調整及び搬送手段の確保 

ア 救護所、市立病院等、救護医療機関等において重症患者を輸送する必要が

発生した場合、医療調整班に要請する。 

イ 医療調整班は、その場で関係機関と調整のうえ、搬送手段の確保、患者受
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c 民間業者の協力（薬品、診療材料、給食、医療ガス等関係業者） 入先の決定を行い、関係機関への指示を与える。 

ウ 医療調整班が行う連絡調整 

(ｱ) 応援受入先との連絡調整（大阪府、国立病院、大阪府医師会（民間医療

機関など）、他の市町村等） 

(ｲ) 搬送手段の確保の調整 

a 救急車（病院所有のものも含む）、ヘリコプター、船舶 

b 公用車 

c 民間業者の協力（薬品、診療材料、給食、医療ガス等関係業者） 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (4)－３ 長期間にわたる避難所等における救護所の設置運営（６３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

災害時避難所の開設が長期間にわたった場合、区対策本部は医療調整班の協力を

得て、以下の方針で救護所の運営を図る。 

〔後略〕 

収容避難所の開設が長期間にわたった場合、区対策本部は健康福祉部の協力を得

て、以下の方針で救護所の運営を図る。 

〔後略〕 

 

 

第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (4)－４ 保健師等による健康相談（６４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 保健師等の派遣体制の確立 

区対策本部は、災害時避難所の状況を調査し、健康部の協力を得て、避難所等

に対する保健師等の派遣計画を作成し派遣する。他の自治体からの応援を要請す

る場合は、健康部が大阪府に連絡する。 

② 保健師等による健康相談の実施 

保健師等は、救護所、各災害時避難所及び仮設住宅等を巡回し、「災害時保健

師活動マニュアル」、「災害時の栄養士活動マニュアル」、「災害時メンタルヘ

ルス支援マニュアル」等に基づき避難住民等の健康管理、栄養指導等を行う。ま

た、診療や精神面での専門相談を要する場合などは健康部等と連携をとり、被災

者が適切な支援を受けられるように調整する。 

③ 輸送手段の確保 

区対策本部及び健康部は、救護所や災害時避難所に派遣する保健師等の輸送手

段の確保が困難な場合、市対策本部に要請する。 

① 保健師等の派遣体制の確立 

区対策本部は、収容避難所の状況を調査し、健康福祉部の協力を得て、避難所

等に対する保健師等の派遣計画を作成し派遣する。他の自治体からの応援を要請

する場合は、厚生労働省健康局総務課保健指導室長に連絡する。 

② 保健師等による健康相談の実施 

保健師等は、救護所において又は各収容避難所等を巡回し、避難住民等の健康

管理、栄養指導等を行う。また、診療や精神面での専門相談を要する場合などは

医療調整班等と連携をとり、被災者が適切な支援を受けられるように調整する。 

③ 輸送手段の確保 

区対策本部、健康福祉部は、救護所や収容避難所に派遣する保健師等の輸送手

段の確保が困難な場合、市対策本部に要請する。 
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第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (4)－５ ＮＢＣ攻撃を受けた場合の医療活動（６４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 核攻撃等の場合 

 〔略〕 

② 生物剤による攻撃の場合 

 〔前略〕 

健康部は、病状等が既知の疾病と明らかに異なる感染症、又は重篤な感染症が

発生した場合には、必要に応じて感染症指定医療機関等への入院措置や消毒を行

うなど、感染症に対する治療及びまん延防止のための対応を行う。 

また、医療関係者に対して、ワクチン接種を行うなど所要の防護措置を実施す

る。 

さらに、国からの協力要請に応じて、医療救護班を編成し、医療活動を行う。 

③ 化学剤による攻撃の場合 

〔前略〕 

健康部は、厚生労働省、文部科学省とともに、生物剤による攻撃の場合と同様

に、使用された化学剤の特性に応じた医療活動を行う。 

① 核攻撃等の場合 

 〔略〕 

② 生物剤による攻撃の場合 

 〔前略〕 

健康福祉部は、病状等が既知の疾病と明らかに異なる感染症、又は重篤な感染

症が発生した場合には、必要に応じて感染症指定医療機関等への入院措置や消毒

を行うなど、感染症に対する治療及びまん延防止のための対応を行う。 

また、医療関係者に対して、ワクチン接種を行うなど所要の防護措置を実施す

る。 

さらに、国からの協力要請に応じて、医療救護班を編成し、医療活動を行う。 

③ 化学剤による攻撃の場合 

〔前略〕 

健康福祉部は、厚生労働省、文部科学省とともに、生物剤による攻撃の場合と

同様に、使用された化学剤の特性に応じた医療活動を行う。 

 

 

第２編第３章第１節 ２救援の内容 (4）医療救護の提供 (6) 遺体の処理、火葬（６５頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

③ 遺体の収容・身元確認 

身元不明の遺体については、府警察、その他関係機関に連絡する。 

また、警察官又は海上保安官の検視（死体調査）及び医師による検案を受けた

のち搬送された遺体を、遺体仮収容（安置）所に収容する。 

〔後略〕 

③ 遺体の収容・身元確認 

身元不明の遺体については、府警察、その他関係機関に連絡する。 

また、警察官又は海上保安官の検視（見分）及び医師による検案を受けたのち

搬送された遺体を、遺体仮収容（安置）所に収容する。 

〔後略〕 

 

 



 

 - 31 - 

第２編第３章第２節 １安否情報の収集 (2) 収集の方法 （６９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

ア 安否情報の収集は、災害時避難所において避難者名簿を作成する等により行う

ほか、市が管理する医療機関・学校園、指定行政機関等からの情報収集、府警察

への照会などによって行う。 

ア 安否情報の収集は、収容避難所において避難者名簿を作成する等により行うほ

か、市が管理する医療機関・学校園、指定行政機関等からの情報収集、府警察へ

の照会などによって行う。 

 

 

第２編第４章第５節 保健福祉・衛生（８７頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、避難先地域においては、常に良好な衛生状態を保つように努め、特に、高

齢者、障がい者等避難行動要支援者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行うと

ともに、社会福祉協議会等関係団体と協力し、必要な福祉サービスが継続的に実施

できるよう努める。 

また、市は、保健医療関係者による巡回健康相談等を実施し、必要に応じ、健康

相談等窓口を設置する。 

市は、避難先地域においては、常に良好な衛生状態を保つように努め、特に、高齢

者、障害者等援護を要する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行うとともに、

社会福祉協議会等関係団体と協力し、必要な福祉サービスが継続的に実施できるよ

う努める。 

また、市は、保健医療関係者による巡回健康相談等を実施し、必要に応じ、健康相

談等窓口を設置する。 

 

 

第２編第４章第５節 １防疫活動 (2) 環境衛生対策班の編成 （８８頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 環境衛生対策班は、健康部長又は区対策本部長の指令を受け保健所、区保健福

祉センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動する。 

② 環境衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センターの職員で構成する。 

③ １班の編成人員は、３名（監視員、生活環境指導員及び衛生防疫員等）、班数は

３６班とする。  

④ 健康部又は区対策本部は、保健所及び区保健福祉センターの職員だけでは対応

できない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

⑤ 健康部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する環境

衛生対策班の任務を調整する。 

① 環境衛生対策班は、健康福祉部長又は区対策本部長の指令を受け保健所、区保

健福祉センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動する。 

② 環境衛生対策班は、保健所、消毒所及び区保健福祉センターの職員で構成する。 

③ １班の編成人員は、３名（監視員、生活環境指導員及び衛生防疫員等）、班数は

３６班とする。  

④ 健康福祉部又は区対策本部は、保健所、消毒所及び区保健福祉センターの職員

だけでは対応できない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

⑤ 健康福祉部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する

環境衛生対策班の任務を調整する。 
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第２編第４章第５節 １防疫活動 (3) 環境衛生対策班の任務 （８８頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 避難所の衛生管理、消毒 

避難所、仮設トイレ等の衛生管理の指導及び消毒を実施する。 

なお、避難所の開設状況については区対策本部でまとめ危機管理部から一括し

て健康部に情報を提供する。また、仮設トイレの設置場所については、環境部で

一括して情報を健康部に提供する。 

② 臨時集積場等の衛生管理、消毒 

生活系ごみの処理は、環境部において実施するが、臨時集積場等に対する衛生

管理の指導及び消毒等を実施する。 

なお、生活廃棄物の回収状況、臨時集積場等の状況は、環境部が一括して情報

を健康部に提供する。 

① 避難所の衛生管理、消毒 

収容避難所、仮設トイレ等の衛生管理の指導及び消毒を実施する。 

なお、収容避難所の開設状況については区対策本部でまとめ危機管理部から一

括して健康福祉部に情報を提供する。また、仮設トイレの設置場所については、

環境部で一括して情報を健康福祉部に提供する。 

② 臨時集積場等の衛生管理、消毒 

生活系ごみの処理は、環境部において実施するが、臨時集積場等に対する衛生

管理の指導及び消毒等を実施する。 

なお、生活廃棄物の回収状況、臨時集積場等の状況は、環境部が一括して情報

を健康福祉部に提供する。 

 

 

第２編第４章第５節 １防疫活動 （８９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(4)防疫資器材等の調達 

環境衛生対策班は、区保健福祉センターに備蓄されている防疫資器材等を利用

し、不足が生じた場合は、健康部または区対策本部を通じて調達を要請する。 

(4)防疫資機材等の調達 

環境衛生対策班は、消毒所及び区保健福祉センターに備蓄されている防疫資機材

等を利用し、不足が生じた場合は、健康福祉部または区対策本部を通じて調達を要

請する。 
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第２編第４章第５節 ２食品衛生活動 (1) 食品衛生対策班の編成 （８９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

①  食品衛生対策班は、健康部長又は区対策本部長の指令を受け、保健所、区保健

福祉センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動する。 

② 食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センター職員で構成する。 

③ １班の編成人員は、２名（監視員及び生活環境指導員等）、班数は３６班とする。 

④ 健康部又は区対策本部は、保健所及び区保健福祉センターの職員だけでは対応

できない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

⑤ 健康部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する食品

衛生対策編の任務を調整する。 

①  食品衛生対策班は、健康福祉部長又は区対策本部長の指令を受け、保健所、区

保健福祉センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動す

る。 

② 食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センター職員で構成する。 

③ １班の編成人員は、２名（監視員及び生活環境指導員等）、班数は３６班とする。 

④ 健康福祉部又は区対策本部は、保健所及び区保健福祉センターの職員だけでは

対応できない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

⑤ 健康福祉部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する

食品衛生対策編の任務を調整する。 

 

 

第２編第４章第５節 ２食品衛生活動 (2) 食品衛生対策班の任務（８９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

⑤ 〔前略〕 

なお、健康部は、水道部から一括して応急給水拠点の設置状況の報告を受ける

とともに、各区対策本部に報告する。 

⑤ 〔前略〕 

なお、健康福祉部は、水道部から一括して応急給水拠点の設置状況の報告を受

けるとともに、各区対策本部に報告する。 

 

 

第２編第４章第５節 ２食品衛生活動 （８９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(3)検査資器材等の調達 

食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センターに備蓄されている検査資器材

等を利用し、不足が生じた場合は、健康部または区対策本部を通じて調達を要請す

る。 

(3)検査資機材等の調達 

食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センターに備蓄されている検査資機材

等を利用し、不足が生じた場合は、健康福祉部または区対策本部を通じて調達を要

請する。 
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第２編第４章第５節 ４避難住民等の健康維持活動 (1) 巡回相談等の実施（９０頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① 区対策本部は、災害時避難所等の状況を調査し、健康部の協力を得て、避難所

等に対する保健師等の派遣計画を作成し、派遣する。 

② 保健師等は、救護所において又は各災害時避難所等を巡回し、避難住民等の健

康管理、栄養指導等を行う。 

  特に、避難行動要支援者に対しては、重点的に対応する。 

③ 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

① 区対策本部は、収容避難所等の状況を調査し、健康福祉部の協力を得て、避難

所等に対する保健師等の派遣計画を作成し、派遣する。 

② 保健師等は、救護所において又は各収容避難所等を巡回し、避難住民等の健康

管理、栄養指導等を行う。 

  特に、援護を要する者に対しては、重点的に対応する。 

②  高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

 

 

第２編第４章第５節 ５福祉サービスの提供（９０、９１頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市は、被災した高齢者・障がい者等に対して、被災状況やニーズの把握に努める

とともに、関係団体と協力して、継続的に福祉サービスの提供を行う。 

(1) 福祉ニーズの把握 

福祉部は、区対策本部と連携し、被災した高齢者、障がい者等に対して、必要

な福祉サービスが組織的、継続的に提供できるよう、福祉ニーズの迅速な把握に

努める。また、こども青少年局は、区対策本部及び教育部の協力を得て、被災に

より保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

(2) 支援活動 

福祉部は、区対策本部と連携し、被災した高齢者、障がい者等に対して、関係

団体と協力し、ホームヘルパーの派遣等必要な在宅福祉サービスの継続的な提供

に努める。 

(3) 緊急入所等 

福祉部は、区対策本部等と連携し、被災により、居宅、避難所等で生活できな

い高齢者、障がい者等について、本人の意思を尊重したうえで、関係団体の協力

を得て、社会福祉施設への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。 

市は、被災した高齢者・障害者等に対して、被災状況やニーズの把握に努めると

ともに、関係団体と協力して、継続的に福祉サービスの提供を行う。 

(1) 福祉ニーズの把握 

健康福祉部は、区対策本部の協力を得て、被災した高齢者、障害者等に対して、

必要な福祉サービスが組織的、継続的に提供できるよう、福祉ニーズの迅速な把

握に努める。また、こども青少年局は、区対策本部及び教育部の協力を得て、被

災により保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

(2) 支援活動 

健康福祉部は、被災した高齢者、障害者等に対して、関係団体と協力し、ホー

ムヘルパーの派遣等必要な在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 

(3) 緊急入所等 

健康福祉部は、区対策本部等の協力を得て、被災により、居宅、避難所等で生

活できない高齢者、障害者等について、本人の意思を尊重したうえで、関係団体

の協力を得て、社会福祉施設への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。 
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第２編第４章第５節 ７動物の保護等に関する配慮（９１頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

健康部は、「動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本

的な考え方について」（平成１７年８月３１日環境省自然環境局総務課動物愛護管理

室及び農林水産省生産局畜産部畜産企画課通知）を踏まえ、飼養等されていた家庭

動物等の保護収容等、危険動物等の逸走対策などに係る所要の措置を講ずるよう努

める。 

健康福祉部は、「動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての

基本的な考え方について」（平成１７年８月３１日環境省自然環境局総務課動物愛護

管理室及び農林水産省生産局畜産部畜産企画課通知）を踏まえ、飼養等されていた

家庭動物等の保護収容等、危険動物等の逸走対策などに係る所要の措置を講ずるよ

う努める。 

 

 

第２編第４章第６節 ３し尿の処理 (2) トイレの設置及びし尿の収集（９４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

① トイレの設置 

〔前略〕 

また、広域避難場所や災害時避難所周辺の仮設トイレ汚水受入れ施設の設置が

必要となった場合は、区対策本部等の要請に基づき、市対策本部が建設部に設置

を要請する。 

① トイレの設置 

〔前略〕 

また、広域避難場所や収容避難所周辺の仮設トイレ汚水受入れ施設の設置が必

要となった場合は、区対策本部等の要請に基づき、市対策本部が建設部に設置を

要請する。 

 

 

第３編第１章第５節 広報・啓発（１０１頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

〔前略〕 

その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障がい者、外国

人等に配慮する。 

〔前略〕 

その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障害者、外国人

等に配慮する。 
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第３編第２章第１節 ２警報の伝達・通知 (3) 伝達ルートの確保（１０３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市長は、きめ細かく警報の内容を伝達するため、自主防災組織等の地域住民組織、

社会福祉施設、病院、社会福祉協議会等の福祉・医療関係者、在阪領事館、外国語

ＦＭ局等との協力体制を構築・拡充するなどして、高齢者、障がい者、外国人等に

配慮した伝達ルートの確保に努める。 

市長は、きめ細かく警報の内容を伝達するため、地域振興会、自主防災組織等の地

域住民組織、社会福祉施設、病院、社会福祉協議会等の福祉・医療関係者、在阪領

事館、外国語ＦＭ局等との協力体制を構築・拡充するなどして、高齢者、障害者、

外国人等に配慮した伝達ルートの確保に努める。 

 

 

第３編第２章第１節 ３避難誘導（１０４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

(1) 避難実施要領のパターンの作成 

〔前略〕 

作成にあたっては、想定される事態を念頭に置き、避難先までの距離、避難ま

での時間的余裕などを踏まえるとともに、高齢者、障がい者、乳幼児、病弱者、

妊産婦、外国人等要配慮者の避難方法、誘導方法、情報伝達方法等や、昼間人口

の存在、交通渋滞の発生状況などに配慮して作成する。 

(2) 避難行動要支援者の避難誘導 

市は、高齢者、障がい者その他自ら避難することが困難な在宅者の避難につい

て、地域で避難を支援する仕組みづくりに努める。 

(3) 〔略〕 

(1) 避難実施要領のパターンの作成 

〔前略〕 

作成にあたっては、想定される事態を念頭に置き、避難先までの距離、避難ま

での時間的余裕などを踏まえるとともに、高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊

産婦、外国人等援護を要する者の避難方法、誘導方法、情報伝達方法等や、昼間

人口の存在、交通渋滞の発生状況などに配慮して作成する。 

(2) 援護を要する者の避難誘導 

市は、高齢者、障害者その他自ら避難することが困難な在宅者の避難について、

地域で避難を支援する仕組みづくりに努める。 

(3) 〔略〕 
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３ 統計数値の修正等 
 

第１編第４章第１節地勢（９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 
本市は、東経１３５度２３分から１３５度３６分、北緯３４度３５分から３４度

４６分に位置し、わが国のほぼ中央部にあり、面積は２２３．００k㎡である。 

〔後略〕 

 
本市は、東経１３５度２３分から１３５度３６分、北緯３４度３５分から３４度

４６分に位置し、わが国のほぼ中央部にあり、面積は２２２．１１k㎡である。 

〔後略〕 

 

 

第１編第４章第２節気候（９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 
本市は、その位置、地勢から気候は概ね温和で、いわゆる瀬戸内性気候に属し、

気温は平年値（１９８１～２０１０年）では年平均１６．９℃である。 

〔中略〕 

風向は、冬期には西ないし北西の風がかなり吹くことがあるが、概して北東又は

西の風が多く、風速は年平均２.６m/s程度である。 

 
本市は、その位置、地勢から気候は概ね温和で、いわゆる瀬戸内性気候に属し、

気温は平年値（１９７１～２０００年）では年平均１６．５℃である。 

〔中略〕 

風向は、冬期には西ないし北西の風がかなり吹くことがあるが、概して北東又は

西の風が多く、風速は年平均３m/s程度である。 
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【気温の概況】（１０頁上段図） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 

 
 

 

 

 【降水量の概況】（１０頁中段図） 

新（変更後） 旧（変更前） 
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 【風速の概況】（１０頁下段図） 

新（変更後） 旧（変更前） 
 

 
 

 

 

第１編第４章第３節人口 １常住人口（１１頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

平成２２年国勢調査結果における本市の人口は２６６万５３１４人で、男女別に

みると、男１２９万３７９８人、女１３７万１５１６人である。行政区別にみると、

平野区が２０万５人と最も多く、次いで、東淀川区が１７万６５８５人、淀川区が

１７万２０７８人、城東区が１６万５８３２人、住吉区が１５万５５７２人などと

なっている。 

また、人口密度は、１平方キロメートルあたり１万１９８１人である。 

本市人口の年齢構成をみると、１５歳未満の年少人口は、３０万８０９３人（総

人口の１１．６％）、１５歳から６４歳の生産年齢人口は１７３万４４３２人（同６

５．０％）、６５歳以上の老年人口は５９万８８３５人（同２２．５％）である。 

平成１７年国勢調査結果における本市の人口は２６２万８８１１人で、男女別に

みると、男１２８万３２５人、女１３４万８４８６人である。行政区別にみると、

平野区が２０万６７８人と最も多く、次いで、東淀川区が１７万８３４３人、淀川

区が１６万９２２２人、城東区が１６万９２５人、住吉区が１５万８９９９人など

となっている。 

また、人口密度は、１平方キロメートルあたり１万１８３６人である。 

本市人口の年齢構成をみると、１５歳未満の年少人口は、３１万５１４３人（総

人口の１２．０％）、１５歳から６４歳の生産年齢人口は１７４万９８５１人（同６

６．６％）、６５歳以上の老年人口は５２万９６９２人（同２０．１％）である。 

 

 

 

 

平均風速

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

m
/s



 

 - 40 - 

 

第１編第４章第３節人口 人口の区別分布（１２頁上段表） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市都市計画局「平成26年度版 大阪市統計書」より作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （大阪市計画調整局「平成17年版 大阪市勢要覧」より作成） 

 

 

 

（単位：k㎡・人・世帯）

総　数 男 女
総　数 222.11 1,245,012 2,628,811 1,280,325 1,348,486 11,836

北 10.33 55,081 100,385 48,404 51,981 9,718
都　島 6.05 46,499 99,831 48,623 51,208 16,501
福　島 4.67 29,624 60,959 28,893 32,066 13,053
此　花 16.04 27,815 63,809 30,993 32,816 3,978
中　央 8.88 40,419 66,818 30,956 35,862 7,525

西 5.20 41,808 72,591 34,491 38,100 13,960
港 7.90 37,702 83,191 40,718 42,473 10,531

大　正 9.43 30,965 73,207 36,144 37,063 7,763
天王寺 4.80 30,965 64,137 29,813 34,324 13,362
浪　速 4.37 34,279 54,174 27,694 26,480 12,397
西淀川 14.23 40,825 95,662 47,341 48,321 6,723
淀　川 12.64 85,217 169,222 83,713 85,509 13,388
東淀川 13.26 89,430 178,343 88,877 89,466 13,450
東　成 4.55 36,304 78,929 37,542 41,387 17,347
生　野 8.38 61,635 138,564 66,123 72,441 16,535

旭 6.30 43,628 95,204 45,520 49,684 15,112
城　東 8.42 71,458 160,925 76,983 83,942 19,112
鶴　見 8.16 42,514 107,419 51,977 55,442 13,164
阿倍野 5.99 47,795 107,354 49,901 57,453 17,922
住之江 20.77 54,906 130,627 62,873 67,754 6,289
住　吉 9.34 72,959 158,999 74,810 84,189 17,023
東住吉 9.75 60,347 135,016 64,031 70,985 13,848
平　野 15.30 83,842 200,678 95,866 104,812 13,116
西　成 7.35 78,995 132,767 78,039 54,728 18,064

（備考）　面積は国土交通省国土地理院の平成17年10月1日現在の公表値に基づいている。

人口の区別分布
（平成17年１０月１日現在）

区　　名 面　積 世帯数
人　　　　口 人口密度

（1k㎡当たり）

（単位：k㎡・人・世帯）

総　数 男 女
総　数 222.47 1,317,990 2,665,314 1,293,798 1,371,516 11,981

北 10.33 65,204 110,392 52,754 57,638 10,687
都　島 6.05 50,075 102,632 49,534 53,098 16,964
福　島 4.67 34,379 67,290 31,818 35,472 14,409
此　花 16.41 29,495 65,569 31,949 33,620 3,996
中　央 8.88 49,062 78,687 36,885 41,802 8,861

西 5.20 47,073 83,058 39,283 43,775 15,973
港 7.90 40,713 84,947 41,761 43,186 10,753

大　正 9.43 30,521 69,510 34,147 35,363 7,371
天王寺 4.80 34,730 69,775 32,307 37,468 14,536
浪　速 4.37 42,392 61,745 31,306 30,439 14,129
西淀川 14.23 43,608 97,504 48,303 49,201 6,852
淀　川 12.64 91,116 172,078 85,078 87,000 13,614
東淀川 13.25 91,894 176,585 86,952 89,633 13,327
東　成 4.55 38,920 80,231 38,410 41,821 17,633
生　野 8.38 62,808 134,009 64,191 69,818 15,992

旭 6.30 43,842 92,455 44,289 48,166 14,675
城　東 8.42 76,043 165,832 79,519 86,313 19,695
鶴　見 8.16 45,264 111,182 53,279 57,903 13,625
阿倍野 5.99 49,318 106,350 49,015 57,335 17,755
住之江 20.77 56,593 127,210 61,007 66,203 6,125
住　吉 9.34 73,917 155,572 73,145 82,427 16,657
東住吉 9.75 60,057 130,724 61,923 68,801 13,408
平　野 15.30 86,500 200,005 95,072 104,933 13,072
西　成 7.35 74,466 121,972 71,871 50,101 16,595

人　　　　口 人口密度
（1k㎡当たり）

（備考）面積は、国土交通省国土地理院発表の平成22年10月１日現在の面積を使用している。

        当該区市の面積比で按分した数値を用いている。

        ただし、淀川区の面積は、豊中市との合計値として発表されているため、昭和62年の

人口の区別分布
（平成22年１０月１日現在）

区　　名 面　積 世帯数
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第１編第４章第３節人口（１２頁下段表） 

新（変更後） 旧（変更前） 

削除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編第４章第３節人口 ２昼間人口（１３頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

平成２２年国勢調査による本市の昼間人口は、３５３万８５７６人である。人口

の流入・流出状況をみると、就業・通学のため市外から本市へ流入する人口は１１

１万３５７４人（就業者１０３万１０８７人、通学者８万２４８７人）で、一方、

本市から市外へ流出する人口は２４万３１２人であり、その結果、流入超過人口は、

８７万３２６２人となっている。 

また、これとは別に、本市に1日平均約５７万人のビジター（うち観光ビジター 約

２９万人）が訪れると推計されている。（平成２０年度「大阪市の観光動向調査」） 

平成１２年国勢調査による本市の昼間人口は、３６６万４４１４人である。人口

の流入・流出状況をみると、就業・通学のため市外から本市へ流入する人口は１３

３万３１３１人（就業者１２３万１２８２人、通学者１０万１８４９人）で、一方、

本市から市外へ流出する人口は２６万４１１１人であり、その結果、流入超過人口

は、１０６万９０２０人となっている。 

また、これとは別に、本市に1日平均約５６万人のビジター（うち観光ビジター 約

２８万人）が訪れると推計されている。（平成１７年度「大阪市の観光動向調査」） 

15010050050100150
（千人）

0-4

5-9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-84

85-89

90-94

95-99

100-
男 女

（歳）

平成17年（2005)

昭和60年

（1985）

50 100 150



 

 - 42 - 

 

第１編第４章第３節人口 区別昼間流動人口（１３頁表） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市都市計画局「平成26年度版 大阪市統計書」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市計画調整局「平成17年版 大阪市勢要覧」より） 

 

 

 

（単位：人）

区　　名 常住人口 流入人口 流出人口 流入超過人口 昼間人口 昼夜間人口比率

総　数 2,598,774 1,333,131 264,111 1,069,020 3,664,414 141.2
市内流動全区 537,979 537,979 0

北 91,952 364,932 22,658 342,274 433,923 473.5
都　島 97,253 38,645 33,079 5,566 102,795 105.7
福　島 55,733 52,072 18,456 33,616 89,325 160.3
此　花 65,037 28,125 19,407 8,718 73,739 113.4
中　央 55,324 480,565 11,973 468,592 523,897 947.3

西 63,402 135,291 20,724 114,567 177,789 281.2
港 87,262 32,233 25,954 6,279 93,510 107.2

大　正 75,042 23,209 20,295 2,914 77,954 103.9
天王寺 58,812 84,302 18,900 65,402 124,014 211.6
浪　速 50,188 56,771 11,795 44,976 94,926 190.0
西淀川 92,465 36,050 27,455 8,595 100,922 109.3
淀　川 163,370 106,110 50,971 55,139 218,410 133.8
東淀川 183,888 45,736 60,644 -14,908 168,778 91.9
東　成 78,580 31,563 26,421 5,142 83,488 106.6
生　野 142,743 34,154 39,980 -5,826 136,671 95.9

旭 99,231 24,364 34,150 -9,786 89,409 90.1
城　東 157,936 45,118 57,770 -12,652 145,021 92.0
鶴　見 101,971 23,488 34,169 -10,681 91,277 89.5
阿倍野 103,973 50,056 36,119 13,937 117,708 113.4
住之江 135,437 49,411 40,160 9,251 144,483 106.8
住　吉 161,047 34,684 52,808 -18,124 142,915 88.7
東住吉 139,593 27,636 45,114 -17,478 121,883 87.5
平　野 201,722 40,655 57,116 -16,461 185,221 91.8
西　成 136,813 25,940 35,972 -10,032 126,356 92.6

　　　　　　３　マイナスは流出超過を示す。

区別昼間流動人口
（平成１２年１０月１日現在）

（備考） 　１　国勢調査結果

　　　　　　２　昼間人口・昼夜間人口比率の算出基礎となる常住人口は、年齢不詳を除く。

（単位：人）

区　　名 夜間人口 流入人口 流出人口 流入超過人口 昼間人口 昼夜間人口比率

総　数 2,665,314 1,113,574 240,312 873,262 3,538,576 132.8
市内流動全区 451,602 451,602 0

北 110,392 296,886 24,573 272,313 382,705 346.7
都　島 102,632 29,193 31,157 -1,964 100,668 98.1
福　島 67,290 42,737 20,231 22,506 89,796 133.4
此　花 65,569 30,693 17,337 13,356 78,925 120.4
中　央 78,687 402,750 15,651 387,099 465,786 591.9

西 83,058 115,208 20,575 94,633 177,691 213.9
港 84,947 27,512 21,815 5,697 90,644 106.7

大　正 69,510 18,735 15,737 2,998 72,508 104.3
天王寺 69,775 66,879 20,186 46,693 116,468 166.9
浪　速 61,745 47,640 12,201 35,439 97,184 157.4
西淀川 97,504 29,329 25,828 3,501 101,005 103.6
淀　川 172,078 95,763 46,155 49,608 221,686 128.8
東淀川 176,585 37,585 47,516 -9,931 166,654 94.4
東　成 80,231 24,564 23,364 1,200 81,431 101.5
生　野 134,009 27,345 29,536 -2,191 131,818 98.4

旭 92,455 20,585 26,763 -6,178 86,277 93.3
城　東 165,832 35,315 51,294 -15,979 149,853 90.4
鶴　見 111,182 20,668 33,309 -12,641 98,541 88.6
阿倍野 106,350 41,226 32,379 8,847 115,197 108.3
住之江 127,210 45,287 31,703 13,584 140,794 110.7
住　吉 155,572 29,690 42,773 -13,083 142,489 91.6
東住吉 130,724 22,594 35,909 -13,315 117,409 89.8
平　野 200,005 34,340 47,256 -12,916 187,089 93.5
西　成 121,972 22,652 18,666 3,986 125,958 103.3

区別昼間流動人口
（平成２２年１０月１日現在）

（備考） 　１　国勢調査結果

　　　　　　２　夜間人口は、年齢不詳を除く。

　　　　　　３　マイナスは流出超過を示す。
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第１編第４章第３節人口（１４頁図） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

（総務省統計局「平成 22 年国勢調査の結果」に基づき作成） 

 

（総務省統計局「平成 12 年国勢調査の結果」に基づき作成） 
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第１編第４章第３節人口 ３外国人登録人口（１４頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

平成２６年３月末現在における本市の外国人登録人口は、１１万５７０５人であ

る。 

国籍（出身地）別にみると、韓国・朝鮮が７万２９８０人（外国人登録人口総数

の６３．１％）で最も多く、以下、中国２万６０９４人（同２２．６％）、フィリピ

ン２９１５人（同２．５％）、台湾２３６９人（同２．０％）、ベトナム２１４１人

（同１．９％）となっている。 

区別に見ると、生野区が２万７７２０人（外国人登録人口総数の２４．０％）と

最も多く、次いで平野区が７５０３人（同６．９％）、中央区７２９５人（同６．３％）、

東成区６７３５人（同５．８％）の順となっている。 

平成１７年３月末現在における本市の外国人登録人口は、１２万２２１６人であ

る。 

国籍（出身地）別にみると、韓国・朝鮮が８万９６２４人（外国人登録人口総数

の７３．３％）で最も多く、以下、中国２万６２９人（同１６．９％）、フィリピン

２５４９人（同２．１％）、ブラジル１４８５人（同１．２％）、米国１２３０人（同

１．０％）となっている。 

区別に見ると、生野区が３万４０４４人（外国人登録人口総数の２７．９％）と

最も多く、次いで東成区が８１８６人（同６．７％）、平野区７７８６人（同６．４％）、

西成区７７３７人（同６．３％）の順となっている。 

 

 

第１編第４章第４節道路の位置等 １主な自動車専用道路（１５頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

市内の高速道路は、平成２７年２月末現在、阪神高速道路１０路線、８９．０㎞、

近畿自動車道１路線、４．９㎞が供用されている。 

〔後略〕 

市内の高速道路は、平成１８年３月末現在、阪神高速道路１０路線、８４．７㎞、

近畿自動車道１路線、４．９㎞が供用されている。 

〔後略〕 
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第１編第４章第４節道路の位置等 １主な自動車専用道路（１５頁図） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 凡例 
 

供用区間 
 
事業中区間 

 

大阪池田線 

大阪東大阪線 

森小路線 

大阪守口線 

大阪西宮線 

西大阪線 

大阪湾岸線 

大阪堺線 

大阪松原線 

近畿自動車道 

近畿自動車道 

淀川左岸線 

 凡例 
 

供用区間 
 
事業中区間 
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第１編第４章第４節道路の位置等 １主な一般道路（１６頁図） 

新（変更後） 旧（変更前） 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市計画調整局「大阪市の交通政策」より作成） 
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第１編第４章第４節道路の位置等 ３自動車保有台数（１６頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

平成２６年３月末現在、市内で８３万６２８８台の自動車が保有されており、そ

の内訳は、乗用自動車４７万７５０２台、軽自動車１９万８７０７台、貨物用自動

車１０万９７６６台、バス１９９８台、小型二輪車２万５３４台ほかとなっている。 

（大阪市都市計画局「大阪市統計書」より） 

平成１７年３月末現在、市内で８９万８９２７台の自動車が保有されており、そ

の内訳は、乗用自動車５２万９９７５台、軽自動車１７万４３３９台、貨物用自動

車１３万７６０９台、バス２４６７台、小型二輪車２万３３１７台ほかとなってい

る。 

 

第１編第４章第５節鉄道、港湾、空港の位置等 １鉄道（１６頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

地下鉄・ニュートラムは、市内の公共交通の中心として、現在９路線（１３３駅）

が営業しており、１日あたりの平均乗車人員は、約２３５万人（平成２５年度）で

ある。また、ＪＲ・私鉄は、本市と周辺都市を結ぶ主要な公共輸送機関であり、現

在、７社２５路線（１４０駅）が営業しており、市内各路線の乗車人員は、１日平

均約３０１万人（平成２５年度）である。 

市内の主要駅の乗車人員は、１１の駅（地下鉄：梅田・難波・天王寺・本町・淀

屋橋、ＪＲ：大阪・天王寺・京橋、阪急：梅田、近鉄：大阪難波、南海：難波）で

１日の乗車人員が１０万人を超えている。（地下鉄は平成２５年１１月１日（火）実

施の交通調査結果、ＪＲ・私鉄は平成２５年度の１日平均） 

地下鉄・ニュートラムは、市内の公共交通の中心として、現在９路線（１３３駅）

が営業しており、１日あたりの平均乗車人員は、約２３２万人（平成１６年度）で

ある。また、ＪＲ・私鉄は、本市と周辺都市を結ぶ主要な公共輸送機関であり、現

在、７社２０路線（１３１駅）が営業しており、市内各路線の乗車人員は、１日平

均約３０９万人（平成１６年度）である。 

市内の主要駅の乗車人員は、１２の駅（地下鉄：梅田・難波・天王寺・本町・淀

屋橋、ＪＲ：大阪・天王寺・京橋・鶴橋、阪急：梅田、近鉄：難波、南海：難波）

で１日の乗車人員が１０万人を超えている。（地下鉄は平成１０年１１月１０日（火）

実施の交通調査結果、ＪＲ・私鉄は平成１６年度の１日平均） 

 

第１編第４章第６節主な施設等 １地下街・高層建築物（１９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

１ 地下街・高層建築物 

本市には、地下街が１１か所ある。最も延べ面積が広いのは、長堀地下街（ク

リスタ長堀）で、８万１８１８㎡あり、次いで大阪駅前ダイヤモンド地下街（デ

ィアモール大阪）４万８３４４㎡、なんばウォーク３万７８８０㎡、ホワイティ

うめだ３万３９４２㎡、となっている。 

１ 地下街・高層建築物 

本市には、地下街が９か所ある。最も延べ面積が広いのは、長堀地下街（クリ

スタ長堀）で、８万１８１８㎡あり、次いで大阪駅前ダイヤモンド地下街（ディ

アモール大阪）４万８３４４㎡、なんばウォーク３万７８８０㎡、ホワイティう

めだ３万３９４２㎡、となっている。 

 



 

 - 48 - 

第１編第４章第６節主な施設等 １地下街・高層建築物（１９頁表） 

新（変更後） 旧（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      （平成26年3月31日現在：平成25年消防年報より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成18年3月31日現在：平成17年消防年報より） 

 

第１編第４章第６節主な施設等 １地下街・高層建築物（１９頁） 

新（変更後） 旧（変更前） 

また、高層建築物は、阿倍野区のあべのハルカス（高さ３００ｍ）、住之江区の大

阪府咲洲庁舎（旧大阪ワールドトレードセンタービルディング）（同２５６ｍ）、港

区のオーク２００（同２００ｍ）などがある。 

また、高層建築物は、住之江区の大阪ワールドトレードセンタービルディング（高

さ２５２ｍ）、港区のオーク２００（同２００ｍ）などがある。 

 

ドージマ地
下センター

中之島
地下街

ホワイティ
うめだ

大阪駅前
地下街

大阪駅前ﾀﾞｲ
ﾔﾓﾝﾄﾞ地下街

（ﾃﾞｨｱﾓｰﾙ大阪）

北 北 北 北 北

8,122㎡ 3,512㎡ 33,942㎡ 12,428㎡ 48,344㎡

合計 51 17 215 46 84

飲食店 21 9 84 18 8

物販店 19 6 121 28 70

その他 11 2 10 0 6

なんば
ウォーク

なんなん
タウン

あべちか 長堀地下街

中央 中央 天王寺 中央

37,880㎡ 7,056㎡ 9,771㎡ 81,818㎡

合計 272 46 41 103

飲食店 82 17 21 26

物販店 172 27 17 73

その他 18 2 3 4

地下街名

行政区

総面積

店
舗
数

地下街名

行政区

総面積

店
舗
数

ドージマ地
下センター

中之島
地下街

ホワイティ
うめだ

大阪駅前
地下街

大阪駅前ﾀﾞｲ
ﾔﾓﾝﾄﾞ地下街

（ﾃﾞｨｱﾓｰﾙ大阪）

京阪
中之島線
渡辺橋駅

北 北 北 北 北 北

8,122㎡ 3,231㎡ 33,942㎡ 12,428㎡ 48,344㎡ 1,510㎡

合計 58 14 211 74 85 8

飲食店 23 9 76 13 5 5

物販店 21 5 115 20 75 2

その他 14 - 20 41 5 1

京阪
中之島線
大江橋駅

なんば
ウォーク

ＮＡＭＢＡ
なんなん

長堀地下街
クリスタ長堀

あべちか

北 中央 中央 中央 天王寺

960㎡ 37,880㎡ 7,056㎡ 81,818㎡ 9,771㎡

合計 3 243 66 101 44

飲食店 - 68 24 22 23

物販店 2 159 35 58 16

その他 1 16 7 21 5

店
舗
数

地下街名

行政区

総面積

店
舗
数

地下街名

行政区

総面積


